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要 旨
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
脳卒中発症後、意識レベルが低下している患者に対して急性期リハビリテーションは不可欠とされ
ているが、作業療法（以下 OT）における早期離床の有効性を検討した報告は少ない。本研究では、
リハビリテーションオーダー後安静度が 3日以内に解除となった群（以下早期群）と安静度が 4日以
上 7日以内に解除となった群（以下遅延群）として分類し、急性期リハビリテーションの効果と作業
療法の役割について検討した。対象は、Japan coma scale（JCS）のⅡ桁で指示理解が可能である患者
20例である。評価項目は、意識レベルの評価には Glasgow Coma Scale（GCS）を用いて、ADL 評価
には Functional Independence Measure（FIM）を用いて初回および 2週間経過時に評価し比較検討し
た。その結果、GCS に関しては、早期群で 2週間経過時には有意に改善した。FIM において 2週間
経過時には、運動機能面および応用動作面では有意な差を認めなかったが、認知機能および合計点数
において有意な改善を示した。このことから、意識レベルが JCSⅡ桁の患者であっても安静度解除が
得られたのち、全身状態に留意しながら可及的早期に離床を促し的確な作業療法アプローチを立案す
ることが重要である。さらに、総合的リハビリテーションを実施することは、意識レベルおよび認知
機能改善に有効である可能性が示唆された。
Abstract
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
Rehabilitation is essential in patients with a low level of consciousness after experiencing stroke. However,
little is known on the effectiveness of occupational therapy-led early ambulation. We divided patients into a
delay group, where stroke was diagnosed between days 4 and 7 after admission, and an early group, where
stroke was diagnosed within 3 days of admission. Participants scored II on the Japanese Coma Scale
（JCSII）, indicating that they were capable of understanding. There were 20 participants.
The Glasgow Coma Scale（GCS）was used to evaluate disturbance of consciousness. Activities of daily liv-
ing were assessed using the Functional Independence Measure（FIM）. Each evaluation was completed in the
first and second week of the study. GCS scores in the early group improved significantly after 2 weeks.
There was no significant difference in the motor function and self-care items on the FIM at 2 weeks. How-
ever, there was a significant improvement in cognitive function and the total score.
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
受付日 2017. 8. 22 ／ 受理日 2018. 1. 30
＊関西福祉科学大学 保健医療学部 助教
【実践研究】
脳卒中患者に対する早期離床を含めた急性期
リハビリテーションの効果と作業療法の役割
中山 淳＊
Examination of an acute stage occupational therapy program including early ambulation for stroke patients
Jun Nakayama
Examination of an acute stage occupational therapy program including early ambulation for stroke patients ● ● ○
Journal of Comprehensive Welfare Sciences vol.9 (2018) 53
はじめに
近年、脳卒中患者に対する急性期における早期リハ
ビリテーションの有効性が報告されている（Hayes、
1986：石神、1996：近藤、1995：前田、1993：三好、
1987：才藤、1992：前島、1999）1-7）。十分な医学管理
を行うことで再発や病状の悪化の危険性は少なく、廃
用症候群の予防を行うことで、より早期に高い ADL
に到達でき、在院日数の短縮も期待できる（前田、
1993：前島、1999）4, 7）。急性期のリハビリテーション
を安全により効率的に進めるためには理学療法（以下
PT）、作業療法（以下 OT）、言語療法（以下 ST）の
介入が推奨されている（篠原、 2009：豊田、
2008）8, 9）。主幹動脈閉塞および脳出血では神経症候の
増悪がないことを確認すれば早期に坐位訓練を実施す
るべきであるとしている（脳卒中ガイドライン、
2009）10）。このように脳卒中急性期において坐位訓練
は非常に重要なアプローチの一つであることが言え
る。当院の OT では、意識レベルが低下している患者
に対して、安静が解除された後積極的に背面開放坐位
保持練習に加え、可能な限り目的動作を遂行する課題
指向型訓練を選択し実施している。しかし、OT の認
知不足や急性期における OT の役割を医師から認識さ
れていないこと等から、PT に比べ OT の開始時期が
遅れているケースも少なくない。意識レベルが低下し
ている患者に対してリハビリテーション効果と OT に
おける早期離床と OT の役割を実証的に検討している
報告は少ない。
そこで、今回リハビリテーションの開始時期や離床
時期と意識レベルの変動と ADL 改善との関連から急
性期 OT の役割について検討することを目的とした。
対象と方法
対象者は、関西労災病院で脳卒中と診断され作業療
法が処方された脳卒中発症後もしくは術後意識レベル
低下 Japan coma scale ; JCS のⅡ桁で指示理解が可能
である 20例を対象とした。尚、再発、くも膜下出血
および医学的理由上安静が 7日経過時点で解除になら
なかった 8症例を除外した。性別は男性 16例、女性
4例であった（表 1）。内、リハビリテーションオーダ
ー後安静は 3日以内に解除となった群（以下早期群）
と医学的理由上安静が 4日以上 7日以内に解除となっ
た群（以下遅延群）に先行研究に準じて（田中、
2000：出江、2001）11, 12）分類した。早期群は、脳出血
7例、脳梗塞 4例の計 11例。性別は男性 9例、女性 2
例であった。平均年齢は 72.2歳（89-64歳）。リハ開
始日は平均 2.3±1.2日、安静解除時期の平均は 1.3±
0.5日であった。PT、OT、ST の合計時間は平均 1128
分、合計単位数平均 56.4単位であった。遅延群では、
脳出血 6例、脳梗塞 3例の計 9例。性別は男性 7例、
女性 2例であった。平均年齢は 76.5歳（91-68歳）、
リハ開始日は平均 2.1±0.8日、安静解除時期の平均は
4.24±2.56日であった。PT、OT、ST の合計時間は平
均 964分、合計単位数平均 48.2単位であった。本研
究では、意識障害の有無に関係なく車いす移乗が許可
されずベッド上での抑制期間を安静としており、車い
す移乗が可能と医師から許可された時期を安静解除と
定義した。当院における安静解除基準は、医師による
● ● ○ Key words 脳卒中 Stroke／急性期作業療法プログラム Acute Occupational program／早期離床 early
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早期群 遅延群 カイ 2乗検定
疾患内訳 脳出血 7例、脳梗塞 4例 計 11例 脳出血 6例、脳梗塞 3例 計 9例 n.s.
平均年齢 72.2歳（89-64歳） 76.5歳（91-68歳） n.s.
性別 男性 9例 女性 2例 男性 7例 女性 2例 n.s.
発症から入院日 0.3±0.8日 0.2±0.5日 n.s.
発症からリハビリ開始日 2.3±1.2日 2.1±0.8日 n.s.
安静度解除時期 1.3±0.5日 4.2±2.5日 0.027†
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判断に委ねられるが、原則抑制を行わなかった場合に
生命または身体が危険にさらされる可能性が著しく高
いか否かを解除基準としている。
早期群の疾患の内訳は脳出血 7例（被殻 2例、小脳
2例、視床 1例、皮質下 2例）、脳梗塞 4例（アテロ
ーム血栓性 2例、ラクナ 2例）であった。遅延群は脳
出血 6例（被殻 3例、視床 2例、皮質下 1例）、脳梗
塞 3例（アテローム血栓性 1例、心原性脳塞栓 2例）
であった。
評価項目は、意識レベルの評価として Glasgow
Coma Scale（GCS）を用い。開眼 4点、発語 5点、運
動項目 6点、合計 15点満点で評価を行った。病棟内
ADL 評価には機能的自立度評価法 FIM（Functional
Independence Measure ; FIM）を用いた。FIM は、基
本動作の評価では移乗動作 3項目、移動動作 2項目の
計 5項目。応用動作の評価にはセルフケア 6項目、排
泄コントロール 2項目の計 8項目、認知項目 5項目で
合計 18項目、1項目あたり 7点満点で合計 126点満
点評価を行う ADL 評価法である。FIM は脳卒中の予
後予測やプログラム作成において広く使われている指
標であり、信頼性、妥当性の高い指標である（辻、
2008：寺坂、2007）13, 14）。評価は作業療法開始時と作
業療法開始後 2週間経過時に実施した。
統計処理
統計学的検討は Mann-Whitney の U 検定、病型等
に関しては χ2検定を実施し有意水準は 5％未満とし
た。
倫理的配慮
本研究は、ヘルシンキ宣言に基づく倫理規範や本邦
の個人情報の保護に関わる法律（平成 15年法律第 57
号）を遵守し、同意書を用いてご家族の同意を得て作
成した。作成内容は、本研究への参加および協力する
ことに同意するか否かは自由であり、たとえ辞退して
も不利益を被ることは一切ないこと。また、一度同意
された後でも、いつでもその同意を撤回することが可
能である。その場合でも、不利益を被ることは一切な
いこと。
本研究へご参加された対象者の秘密は守られ、個人
を特定できる情報は一切公開しない。本研究で得られ
た結果を、関連学会および関係論文で公表することは
ありうるが、その場合でも個人を特定できる情報は一
切公開されない。収集したデータは、関西労災病院に
て厳重に保管を行い、得られた情報は本研究の目的以
外に使用されることはない。
研究対象者へは上記内容を説明したうえで、同意書
および同意撤回書を準備し研究を実施した。尚、理解
および意思表示が困難な対象者には、リハビリテーシ
ョン総合実施計画書に説明を行い同意が得られた親族
に説明を行った。
リハビリテーションアプローチ内容
リハビリテーション実施の際には、Anderson の基
準（土肥、1979）15）に準じてリスク管理を行い、また
個々の患者の状態を反映する為医師の指示を最優先し
た。全例とも安静に準じて実施し、ベッド上でのギャ
ッジアップ角度は医師の指示に準じて実施した。安静
解除となった初回は、端坐位可能であれば起立などの
能動的筋活動時の血圧の変動等をチェックし、その翌
日より同じフロアーの病棟訓練室で 40分間のリハビ
リを実施した。
実施内容は、全例とも PT、ST をほぼ同時に併用し
て行った（表 2）。PT では、ベッド上では介助量の軽
減および廃用予防を目的に麻痺肢の神経筋再教育練
習、呼吸リハビリテーション、四肢のストレッチ、ギ
ャッジアップ座位練習などを中心に実施した。
安静解除後は、積極的離床、寝返り、起き上がりな
どの基本動作練習を中心に実施した。また、意識レベ
ルが向上すれば、動作能力向上目的に、立位や歩行練
習、さらには応用歩行練習等の積極的な能動的筋活動
練習を実施した。ST でも、PT と同様の目的のもとに
口腔ケア、嚥下機能を中心に実施し、指示理解が向上
した後に必要な患者に対して高次脳機能練習も追加し
実施した。OT でも、理学療法と同様の目的のもとに
ベッド上では麻痺肢の神経筋再教育練習、四肢のスト
レッチ、ギャッジアップ座位練習などを中心に実施し
た。
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安静解除後には積極的離床、寝返り、起き上がり練
習、さらに背面開放坐位保持練習、可能な限り目的動
作を遂行する課題指向型訓練を選択し実施している。
課題指向型訓練は現実的な環境条件を前提として、具
体的な課題に対する処理能力を高めることを狙いとし
たものである（潮見、2006）16）。課題指向型訓練の方
法は Taub（2006）ら17）の手法を参考にリーチ動作を
取り入れた実施可能な課題を作業療法士が選択し実施
した。
意識レベルが向上すれば、動作能力向上を目的に、
これまでの練習に応用動作練習、作業活動練習、必要
に応じて高次脳機能練習等を加えて行っている。
尚、PT および OT とも覚醒度向上を目的に坐位保
持訓練の際には、可能な限り背面開放端坐位を実施し
ている（梶原、2014）18）。坐位練習の開始基準は、林
田ら（1989）19）によって考案された基準が一般的で参
考にしているが、当院では担当医の判断により坐位開
始時の意識レベルに関して JCSⅡ桁であっても実施し
ている。
リーチ動作を取り入れた課題指向型訓練の実施内容
患者は可能な限り背面開放端坐位とし、左右 30 cm
側方に離した場所に目標物を立て斜め前方方向にリー
チさせるように実施した（図 1）。その目標物に患者
自身が輪をもち目標物に入れる。輪は 10個、左右に
それぞれに入れるという内容である。訓練時間は 30
分以内とし、自覚症状の出現、バイタルサインの変動
には十分留意し訓練を行った。但し、自身で頚部・体
幹を支持できない患者には必要に応じて後方からセラ
ピストが介助し実施した（図 2）。また、左右どちら
かの麻痺が重度の場合もセラピストが麻痺肢を介助し
ながら行った。
その際、OT を実施する上での注意点として、頭部
CT などの画像診断、血液検査、心電図検査など検査
結果から、重篤な合併症がないまたは拡大・増悪して
いないことを確認しながら実施した。さらに、点滴、
酸素、胃管チューブ、排尿チューブなどを装着してい
れば、チューブに十分に配慮しながら実施した。
結 果
GCS の変動
GCS に関しては、早期群、初回時合計 11（10-12）
であったが 2週間経過時には 14.5（13-14）と有意に
改善した（p＜0.05）。遅延群において初回時合計は 10
（10-11）であった。2週間経過時には 12.5（12-13）と
改善は認めるものの有意な差は認めなかった（図 3）。
両群間の比較では、初回時は早期群および遅延群と
も有意な差は認めなかった。2週間経過時には早期群
において有意な改善を認めた（図 4）。
FIM による変動
初回時における、早期群と遅延群の比較を示す（図
5）。基本動作面に関しては早期群 9（8.3-9）点から遅
延群 5（5-5）点と有意な差は認めなかった。応用動
作面についても基本動作と同様早期群 8（8-9）点、
遅延群は 8（8-8）点と有意な差は認めなかった。認
知項目でも、早期群 19（12.8-20）点、遅延群は 14
（13-15）点と両群間における有意な差は認めなかっ
た。合計点についても、早期群 35.5（30.8-37）点、
遅延群 27（26-28）点と両群間に有意な差は生じなか
った。
次に 2週間経過時における両群間の比較では、初回
翌日もしくは 2日目
まで安静度解除
安静度解除日
～2日目 2日目～3日目 3日目～4日目
早期群
理学療法 ギャッジアップ ギャッジアップもしくは離床練習（車いす） 座位保持練習、基本動作練習など
作業療法 ギャッジアップ ギャッジアップもしくは離床練習（車いす）背面開放座位保持練習、課題指向型練習など
言語療法 ギャッジアップ ギャッジアップもしくは端坐位 嚥下、口腔ケア、高次脳機能評価
4-7日目以降
安静度解除
安静度解除日
～4-7日目 5日目～8日目 6日目～10日目
遅延群
理学療法 ギャッジアップ ギャッジアップもしくは離床（車いす） 座位保持練習、基本動作練習など
作業療法 ギャッジアップ ギャッジアップもしくは離床（車いす） 背面開放座位保持練習、課題指向型練習など
言語療法 ギャッジアップ ギャッジアップもしくは端坐位 嚥下、口腔ケア、高次脳機能評価
● ● ○ 脳卒中患者に対する早期離床を含めた急性期リハビリテーションの効果と作業療法の役割
総合福祉科学研究 第 9号（2018）56
時同様、基本動作および応用動作では両群間における
有意な差は認めなかったが、認知項目では、早期群
24（15.8-30）点、遅延群は 15.5（13-22.8）点と早期
群で有意な改善を認めた（p＜0.01）。さらに、合計点
でも早期群 40（34.5-49.8）点、遅延群 32（29-39.5）
点と早期群において有意な改善を認めた（図 6）（p＜
0.01）。
考 察
脳卒中治療において、脳卒中急性期の治療と併行し
て廃用症候群を予防し、早期の ADL 向上と社会復帰
を図るために、十分なリスク管理のもとに可及的早期
に積極的な総合的リハビリテーションを行うことが強
く勧められている。Bernhard ら（2013）20）は、発症か
ら 24時間以内に座位や立位を開始した群では、通常
のリハビリテーションを受けた群に比して歩行獲得ま
での日数が短く、Barthel Index が高かったと報告して
いる。すなわち、総合的リハビリテーションの早期開
始と訓練時間の多寡が、その後のゴールを左右する可
能性が推察される。発症直後のリハビリテーション
は、Susan（1995）21）らも発症より 1～3日の間が PT・
OT のベッドサイドの訓練の時期と指摘している通
り、当院でも医師からの安静の指示に従いベッドサイ
ドより指示の範囲内でのリハビリテーションを実施し
ている。その後、医師から安静の制限が解除されたの
ち離床を実施している。急性期の離床は、全身的な廃
用を予防するだけでなく、長期予後を改善するため
に、積極的に立位負荷まで実施することが推奨されて
いる（脳卒中ガイドライン、2009）10）。その際には、
身体に過剰な負担にならないようなプログラムを立案
し、同時に脳血流量減少や起立性低血圧に注意を払う
必要がある。
本研究の結果から、意識レベルに関して早期群は初
回時と比較して 2週経過時には有意な改善を示した。
また、2週間経過時の早期群と遅延群の比較でも早期
群で有意な改善を認めた。一方、遅延群においては初
回から 2週経過時では有意な改善は認めなかった。
当院では安静解除後可及的早期に、積極的離床を促
し背面開放端坐位姿勢を介助しながらでも実施してい
る。背面開放端坐位は先行研究（梶原、2014：林、
2005）18, 22）より自律神経機能のみならず大脳機能から
も覚醒度が上昇すると述べられている。さらに、当院
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における OT の治療内容は、この背面開放端坐位に加
えて、頸部体幹の支持性を考慮しながら作業課題を選
択し実施している。早期 OT プログラムについては、
上肢機能などへのアプローチが重要とされている（二
木、1992：光金、1992：徳本、2011）23-25）。さらに介
助なしで坐位保持可能な脳卒中患者を対象とした研究
では、リーチ範囲の増減は立ち上がりの成否に関連す
るという報告もある（畑迫、2007）26）。我々が実施し
ている意識レベルⅡ桁に対する作業療法では、可能な
限り目的動作を遂行するリーチ動作を取り入れた課題
指向型訓練を選択し実施している。課題選択理由は、
先行研究から課題指向型訓練は（潮見、2006）16）具体
的な課題に対する処理能力を高めることが知られてい
る。意識レベルが JCSⅡ桁でも、一人のセラピストが
対象者にたいして容易に介助が可能であること。作業
活動が単純な課題で難易度の調節が容易であること。
万が一体調不良等があったとしてもすぐに臥床させ対
応しやすいことなどの理由から離床直後より実施して
いる。また、目的動作を遂行するには、意思を発動さ
せ、認知した情報を作業記憶させると言われている
（高草木、2007）27）。その作業記憶した動作の行動戦略
や行動計画を立てて運動の実行、調節を行い学習して
いくと言われている。これら作業活動を実施すること
で、大脳皮質連合野のみならず大脳基底核や小脳との
神経回路や脳幹における姿勢制御の仕組みが重要であ
り活発化させるのに有効であると述べている（Hik-
osaka, 2000 : Baddeley, 1974）28, 29）。可能な限り背面開
放端坐位姿勢、リーチ動作を含めた課題指向型訓練を
媒介とした上肢機能および感覚入力に着眼した作業活
動を考慮したアプローチを早期群は早期に実施出来た
ことも、早期群で有意に改善した要因の一つであると
推測される。
一方遅延群では、医学的管理が必要なため臥床を強
いる治療となる。Spaak ら（2001）30）は、わずか 3日
間のベッド上安静臥床で生理的に有意な変化を呈し、
運動項目に影響を与えると報告している。安静の解除
が遷延することで、リハビリ時間および頻度も低下し
ていくことが余儀なくされる。その結果、意識障害の
遷延につながるだけでなく、心肺機能低下、消化機能
低下、精神機能低下などを引き起こす可能性が高くな
り改善が乏しかったのではないかと考えられる。
FIM の結果からは、運動項目は早期群、遅延群と
もに有意な改善は認めなかった。しかし、認知項目に
関しては、早期群の 2週経過時には遅延群と比較して
有意に改善した。
寺坂（2007）14）らは、2週時点での認知 FIM は、そ
の後の運動 FIM 改善度や ADL、自宅復帰出来るかど
うか予測する指標であり、認知 FIM の点数が ADL
の改善に大きく関与する。また、機能障害が重度であ
っても 2週時認知 FIM の高い症例は改善の余地が十
分である可能性があると述べている。さらに田中ら
（2000）11）によると、早期離床群と遅延群（依頼後 1週
間はベッド上）とを比較した結果 2週後の運動 FIM
で差が見られたと述べている。出江（2001）12）は、早
期群と遅延群（7日以内に座位訓練が出来なかった
群）とを比較した結果、FIM には運動認知、感情面
にも差は生じなかったが、入院期間の短縮がみられ、
退院時の ADL 到達レベルを犠牲にせずに入院期間を
短縮すると述べている。
本研究結果からも、2週経過時の運動項目は重度で
あるが、認知項目では遅延群は 17。5と低い結果とな
ったが、早期群 23.1と高い結果となった。その為、
早期群は認知項目の向上が、患者側の指示理解力およ
び運動項目へ波及し、早期退院へつながっていくこと
が推測される。
OT プログラムによる治療効果については、OT 単
独での実施は倫理的な問題から不可能であること。ま
た、今回 OT 実施前後での検討は行っていないことか
ら本研究で検証することは困難であった。しかし、
JCSⅡ桁の患者であっても、早期離床を促し介助を実
施しながらの課題指向型 OT プログラムを実施してい
くことは、脳卒中急性期に携わる OT として重要な役
割の一つであることが示唆された。
しかし今回は、リハビリを実施した患者を早期群と
遅延群に分類し、リハビリテーション効果と早期 OT
プログラムの報告にとどまっており、実施したプログ
ラムの検討にまで至っていない。そのために、今後は
症例数を増やし、ベッド上で可能な課題指向型訓練を
導入した OT プログラムを考案し、意識レベルおよび
認知項目にどのような影響を及ぼすのか検討を行う必
要があると考える。
● ● ○ 脳卒中患者に対する早期離床を含めた急性期リハビリテーションの効果と作業療法の役割
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本研究としての意義
本研究では、急性期脳卒中患者の JCSⅡ桁の患者に
対して、急性期リハビリテーションの治療効果と早期
OT の役割について検証した。結果、可及的早期に離
床を行い OT プログラムを実施することで、意識レベ
ルおよび FIM の認知項目面が大きく改善した。この
結果は、先行研究の結果からも今後在院日数の短縮や
QOL の向上に寄与する可能性があると考えられる。
今後は、遅延群に対する OT プログラムが意識レベル
や認知項目にどのような影響を及ぼすのか検討してい
きたいと考えている。
――――――――――――――――――――――――
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